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地域医療の確保（公立病院に対する地方財政措置の見直し）

２．周産期医療・小児医療等に対する特別交付税措置の拡充

周産期医療、小児医療、小児救急及び救命救急センターに対する特別交付税措置を概ね２割程度拡充するとともに、不採算地区の

病院（100床未満）について経営状況等を踏まえ特に病床数が少ない病院を中心に特別交付税措置を拡充

○ 地域医療構想の更なる推進に向け、過疎地等で経営条件の厳しい地域において、二次救急や災害時等の拠点となる中核的な
公立病院に対し、その機能を維持するための繰出しに対して、地方財政措置を講ずる

○ 周産期医療・小児医療など、特に公立病院が役割を果たすことが期待される分野について、地方財政措置を拡充

１．不採算地区の中核的な公立病院に対する特別交付税措置の創設

① 対象要件

不採算地区に所在する100床以上500床未満の許可病床を有する公立病院であって、次のⅰ）及びⅱ）を満たすこと

※ 当該病院から最寄りの一般病院までの移動距離が15km以上となる位置に所在していること

又は直近の国勢調査に基づく当該病院の半径5km以内の人口が10万人未満であること

ⅰ） 都道府県の医療計画において、二次救急医療機関又は三次救急医療機関として位置づけられていること

ⅱ） へき地拠点病院又は災害拠点病院の指定を受けていること

② 地方財政措置

要件に該当する中核的病院の機能を維持するために特に必要な経費（医師確保に要する経費、災害拠点等としての機能維持に

要する経費等）に係る繰出しに対し、特別交付税措置を講ずる（措置額については、中核的な公立病院の経営状況等を踏まえ、

今後検討）

※ 上記１．２．のほか、公的病院等に対しても上記の措置に準じた措置を講ずる

地域医療構想の更なる推進に向け、令和２年度に「新公立病院改革ガイドライン」を改定し、令和３年度以降の更なる公立病院の

改革のプランの策定を要請することとしており、不採算地区の中核的な公立病院に対する地方財政措置については、この更なる改

革プランの策定を要件とする。（現行の不採算地区の公立病院に対する地方財政措置についても同様）
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